
コース数 定員 受講者数

ＩＴ分野 1,513 24,460 18,635

営業・販売・事務分野 2,786 45,507 33,173

医療事務分野 611 9,738 7,101

介護・医療・福祉分野 1,833 21,163 13,671

農業分野 85 1,230 932

旅行・観光分野 43 779 413

デザイン分野 657 12,214 10,502

製造分野 1,510 18,101 12,447

建設関連分野 585 7,753 5,832

理容・美容関連分野 285 3,516 2,434

その他分野 874 10,389 8,779

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 582 9,061 5,217

合計 11,364 163,911 119,136

（参考）
デジタル分野 1,255 22,622 17,680

ハロートレーニング（離職者向け）の令和３年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模
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※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、令和３年度中に開講したコース及び前年

度から開始し令和３年度中に終了したコースの数。

求職者支援訓練については令和３年度中に開講したコースの数。

「定員」

令和３年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

令和３年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員に対する受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講

者数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分子

については中途退校就職者を加えている。

ただし、公共職業訓練については、令和３年度末までに終了したコー

ス、求職者支援訓練については、令和３年12月末までに終了したコース

について集計。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、デザイン

分野（WEBデザイン系のコースに限る）等

用語の定義
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コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率
就職率
（注）

ＩＴ分野 1,276 20,418 15,833 110.0% 77.5% 69.0% 221 3,837 2,651 101.1% 69.1% 59.9%

営業・販売・事務分野 1,907 31,909 25,259 108.5% 79.2% 71.3% 832 12,945 7,314 70.0% 56.5% 53.9%

医療事務分野 489 7,863 5,996 98.7% 76.3% 77.2% 122 1,875 1,105 71.6% 58.9% 66.8%

介護・医療・福祉分野 1,479 15,356 10,356 85.1% 67.4% 84.7% 292 4,742 2,449 63.1% 51.6% 71.1%

農業分野 36 453 325 95.6% 71.7% 68.1% 7 105 45 50.5% 42.9% 86.4%

旅行・観光分野 34 608 360 70.2% 59.2% 59.1% 5 91 19 26.4% 20.9% 41.2%

デザイン分野 274 4,807 4,519 224.9% 94.0% 66.4% 374 7,277 5,863 133.5% 80.6% 61.8%

製造分野 32 398 266 78.4% 66.8% 72.6% 9 123 67 61.8% 54.5% 74.3%

建設関連分野 70 918 657 90.1% 71.6% 69.4% 75 1,017 643 85.6% 63.2% 56.3%

理容・美容関連分野 90 421 366 126.8% 86.9% 80.9% 195 3,095 2,068 90.8% 66.8% 61.7%

その他分野 207 1,943 1,306 97.6% 67.2% 72.6% 77 1,236 819 94.0% 66.3% 54.5%

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 - - - - - - 582 9,061 5,217 71.8% 57.6% 52.8%

合計 5,894 85,094 65,243 109.5% 76.7% 73.1% 2,791 45,404 28,260 84.8% 62.2% -

（参考）
デジタル分野 639 11,520 8,828 150.5% 76.6% 64.3% 516 9,718 7,530 125.8% 77.5% 60.7%

（注）求職者支援訓練の就職率は令和３年12月末までに終了したコースについて集計。

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

　※　応募倍率、就職率については、高いものから上位３分野を赤色セル、下位３分野を緑色セルに着色して表示している

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 16 205 151 110.7% 73.7% 81.3% 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 19 289 250 134.6% 86.5% 85.2% 28 364 350 132.4% 96.2% 88.7%

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 62 1,065 866 108.4% 81.3% 86.1% 0 0 0 - - -

農業分野 42 672 562 117.9% 83.6% 87.5% 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 4 80 34 61.3% 42.5% 69.0% 0 0 0 - - -

デザイン分野 9 130 120 134.6% 92.3% 74.8% 0 0 0 - - -

製造分野 211 2,815 1,508 68.7% 53.6% 82.5% 1,258 14,765 10,606 89.5% 71.8% 87.4%

建設関連分野 113 1,700 1,082 83.6% 63.6% 80.0% 327 4,118 3,450 102.4% 83.8% 87.5%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 125 2,080 1,381 95.9% 66.4% 77.8% 465 5,130 5,273 143.5% 102.8% 86.4%

合計 601 9,036 5,954 90.1% 65.9% 81.8% 2,078 24,377 19,679 103.7% 80.7% 87.4%

（参考）
デジタル分野 9 85 63 121.2% 74.1% 85.1% 91 1,299 1,259 170.2% 96.9% 86.1%

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）



指標から分析した改善すべき方向性

就職率 低

就職率 高

【応募倍率「高」・就職率「低」の分野の改善方策】
求人ニーズをとらえ切れていない可能性があるとともに、受講
者に就職率が低いことが伝わっていない可能性がある。
＜考えられる改善の方向性＞
○ 求人ニーズに即した訓練内容になっているか要検討。
○ 就職支援策に課題がないか、強化する必要があるか要検
討

○ 受講勧奨時に、受講者に必要な情報が伝わっているか、
要検討。

【就職率「高」・応募倍率「高」の分野の改善方策】
求人ニーズ、求職者ニーズを踏まえた効果的な職業訓練と
言える。
＜考えられる改善の方向性＞
○ 応募倍率が100％を超えている場合には、申込者数に
応じた定員の拡充について要検討。

【就職率「高」・応募倍率「低」の分野の改善方策】
求人ニーズの観点からは効果的な訓練と言えるが、受講者ニーズ
をとらえ切れていない可能性がある。
＜考えられる改善の方向性＞
○ 訓練コースが、求職者にとって応募や受講がしやすい募集日程・
訓練日程となっているか要検討。

○ 受講勧奨の段階で、訓練コースの内容や効果に関する周知の
強化について要検討。

【就職率「低」・応募倍率「低」の分野の改善方策】
求人ニーズ、受講者ニーズ双方をとらえ切れていない可能性がある。
＜考えられる改善の方向性＞
○ 求人ニーズ、受講者ニーズに即した訓練内容になっているか要
検討。

○ 就職支援策に課題がないか、強化する必要があるか要検討
○ 訓練コースの周知や受講勧奨に課題がないか要検討。
○ 以上を講じても改善されないときは訓練コースの縮小を要検討。

応募倍率
低

応募倍率
高


